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内でも女性の就労状況は半数以上が非正規で、雇用の安定性や継続性、賃金、役職等で大きな格差が生じて

ます。そのため、鎌倉市役所が率先して、女性の管理職登用などで範を示し、市内の民間企業への啓発など

進めていくことが強く求められています。

た、男性の育児休業の取得率が低く、利用しやすい環境づくりを進めることも大切で、問題の改善のためには男女雇用機会均等

の改正など、国と地域を結んだ取り組みが不可欠です。誰もが自分らしく生きられる社会をつくるために全力をあげるものです。
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の
助
成
に
関

が
全
会
一
致

学
校
卒
業
ま

撤
廃
さ
れ
ま

動
で

皮
膚
炎
で
子

給
料
日
前
は

ゼ
ロ
歳
児
だ

料
化
の
年
齢

し
い
」
と
お

か
ら
１
９
９

医
療
関
係
者
、

鎌
倉
市
の
乳

料
化
を
求
め

る
会
」
を
結
成
。
対
象
年
齢

拡
充
、
改
善
を
求
め
て
、
市

に
要
請
す
る
と
と
も
に
議
会

へ
署
名
を
添
え
て
陳
情
を
繰

り
返
し
行
っ
て
き
ま
し
た
。

以
来
、
６
回
継
続
審
査
に

な
り
ま
し
た
が
、
２
０
０
３

年
２
月
、
７
回
目
の
陳
情
で

初
め
て
多
数
で
採
択
。
や
っ

と
就
学
前
ま
で
拡
大
し
ま
し

た
。
（
04
年
）

さ
ら
に
05
年
か
ら
所
得
制

限
撤
廃
、
17
年
か
ら
所
得
制

限
付
き
な
が
ら
中
学
校
ま
で

拡
大
し
ま
し
た
。
そ
し
て
長

年
の
市
民
の
運
動
が
実
り
、

今
年
４
月
か
ら
所
得
制
限
が

撤
廃
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た

の
で
す
。

◇
次
は
18
歳
ま
で

年
齢
拡
大
を

共
産
党
市
議
団
は
常
に
運

動
を
激
励
し
、
議
会
で
も
一

貫
し
て
陳
情
採
択
に
努
力
。

さ
ま
ざ
ま
な
議
会
の
場
面
で

所
得
制
限
撤
廃
、
年
齢
拡
大

を
求
め
て
き
ま
し
た
。

次
は
他
市
で
も
行
っ
て
い

る
18
歳
ま
で
の
年
齢
拡
大
を

目
指
し
ま
す
。

鎌倉市は１９５８年、世界の核兵器禁止運動の中、市民の請願がきっかけとなり、全国に先駆けて平和都市宣言を行いました。ま

た市議会では、条約が国連で採択された２０１７年９月、核兵器禁止条約に日本政府が積極的な役割を果たすことを求める意見書を

議決しました。今回はそれに続き、昨年１月22日に条約発効を受けて発展させた意見書となりました。

これは鎌倉市民の粘り強い草の根の平和運動があってこそで、市民の平和と核兵器のない世界を求める声が市議会に届いたのです。

条約は、核保有国や「核の傘」の下にある国も条約に参加できることが明記されています。しかし岸田首相は昨年12月８日の所信

表明演説で、「私が目指すのは『核兵器のない世界』だ」と言う一方で、「核兵器国と非核兵器国の橋渡しに努め」るとし、肝心の

核兵器禁止条約に言及しませんでした。そうしたもとでの意見書採択は、全国を励ますものとなりました。

全国では６２６自治体、神奈川県内では10自治体が意見書を採択しています。（昨年12月末現在）

今
回
、
利
用
者
が
殆
ど
知

ら
な
い
間
に
利
用
区
分
や
利

用
料
、
管
理
運
営
を
民
間
に

委
ね
よ
う
と
す
る
条
例
提
案

（
※
１
）
が
さ
れ
、
市
民
の

間
に
困
惑
の
声
が
広
が
り
ま

し
た
。
議
会
に
も
唐
突
な
提

案
で
し
た
が
、
結
果
は
残
念

な
が
ら
賛
成
13
人
、
反
対
12

人
の
一
票
差
で
可
決
と
な
り

ま
し
た
（
※
２
）
。

可
決
さ
れ
て
も
、
利
用
者

に
不
便
が
生
じ
る
内
容
の
た

め
、
今
後
に
禍
根
を
残
す
こ

と
は
間
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。

指
定
管
理
者
（
民
間
業
者
）

へ
の
移
行
は
10
月
で
、
ス
ム
ー

ズ
に
い
く
か
ど
う
か
は
分
か

り
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
も
、

ぶ
れ
ず
に
、
ま
っ
す
ぐ
、
市

民
の
皆
さ
ん
と
力
を
合
わ
せ

て
い
き
ま
す
。

会
室
が
現
行
か
ら
基
本
２

時
間
単
位
へ
と
変
更
。
利

用
料
は
、
全
施
設
平
均
で

現
行
の
１
・
２
倍
に
な
る
。

※
２

条
例
案
に
対
す
る

反
対
討
論
（
高
野
議
員
）

は
、
党
市
議
団
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

のオブザーバー参加と、核兵器禁止条約に参加、署名、批

することを求める意見書を、採全会一致で採択しました。

「かまくらジェンダー平等プラン」の策定へ
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ます。そのため、鎌倉市役所が率先して、女性の管理職登用などで範を示し、市内の民間企業への啓発など
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小
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医
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助
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に
関

す
る
条
例
改
正
が
全
会
一
致

で
可
決
し
、
中
学
校
卒
業
ま

で
所
得
制
限
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撤
廃
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ま

す
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長
年
の
運
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で

「
ア
ト
ピ
ー
皮
膚
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で
子

ど
も
が
通
院
。
給
料
日
前
は

お
金
が
心
配
。
ゼ
ロ
歳
児
だ

け
で
な
く
、
無
料
化
の
年
齢

拡
大
を
し
て
ほ
し
い
」
と
お

母
さ
ん
の
訴
え
か
ら
１
９
９

４
年
、
保
育
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医
療
関
係
者
、

保
護
者
ら
が
「
鎌
倉
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の
乳

幼
児
医
療
費
無
料
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。
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審
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し
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が
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２
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、
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回
目
の
陳
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で

初
め
て
多
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で
採
択
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や
っ

と
就
学
前
ま
で
拡
大
し
ま
し

た
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（
04
年
）

さ
ら
に
05
年
か
ら
所
得
制

限
撤
廃
、
17
年
か
ら
所
得
制

限
付
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な
が
ら
中
学
校
ま
で

拡
大
し
ま
し
た
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そ
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年
の
市
民
の
運
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が
実
り
、
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４
月
か
ら
所
得
制
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が

撤
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さ
れ
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こ
と
に
な
っ
た

の
で
す
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共
産
党
市
議
団
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常
に
運

動
を
激
励
し
、
議
会
で
も
一

貫
し
て
陳
情
採
択
に
努
力
。

さ
ま
ざ
ま
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議
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の
場
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、
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齢
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鎌倉芸術館

村岡新駅ができることによる16億円の税収とは

学
校
給
食
の
改
善
に
む
け

て
質
問
し
ま
し
た
。

昨
年
秋
の
市
長
選
で
、
複

数
の
候
補
が
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク

給
食
導
入
を
公
約
に
し
ま
し

た
。
高
野
議
員
は
、
鎌
倉
に

お
け
る
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食

導
入
の
意
義
や
検
討
状
況
に

つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
は
、

来
年
度
以
降
、
ま
ず
は
県
内

の
有
機
農
産
物
を
活
用
し
た

試
行
的
な
導
入
か
ら
始
め
て

い
く
と
思
わ
れ
ま
す
。
中
期

的
に
は
鎌
倉
の
農
業
振
興
と

あ
わ
せ
た
本
格
的
な
導
入
が

必
要
と
指
摘
し
ま
し
た
。
今

後
、
教
育
委
員
会
や
農
業
委

員
会
で
の
具
体
的
な
検
討
を

進
め
る
よ
う
要
望
し
ま
し
た
。

議
員
と
し
て
も
研
究
し
て
い

き
ま
す
。

ま
た
、
多
世
代
の
居
場
所

づ
く
り
と
し
て
、
旧
長
谷
子

ど
も
会
館
を
利
活

用
す
る
目
的
を
明

確
に
確
認
し
ま
し

た
。今

後
も
意
見
交

換
会
な
ど
を
行
い

な
が
ら
、
来
年
度

か
ら
旧
諸
戸
亭
の
改
修
に
向

け
た
調
査
を
行
い
、
令
和
７

年
度
の
工
事
着
工
予
定
と
の

こ
と
で
、
で
き
る
だ
け
早
期

の
活
用
に
向
け
、
引
き
続
き

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

市
が
委
託
し
て
い
る
生
活
困

窮
者
へ
の
支
援
事
業
「
イ
ン
ク

ル
相
談
室
鎌
倉
」
へ
の
相
談
が

増
え
て
い
ま
す
。
国
の
支
援
金

の
事
務
も
増
え
て
い
る
こ
と
か

ら
、
市
の
担
当
者
の
増
員
を
求

め
ま
し
た
。

売
上
減
の
事
業
者
は
、
政
府

が
打
ち
出
し
て
い
る
政
策
で
は

申
請
で
き
な
い
事
業
者
も
お
り
、

事
業
者
の
実
態
の
把
握
を
市
が

自
ら
つ
か
み
、
政
策
に
生
か
す

こ
と
が
急
が
れ
て
い
る
の
で
は

な
い
か
と
た
だ
し
ま
し
た
。

一
昨
年
党
議
員
団
が
行
っ
た

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
に
は
、
歩
き

や
す
い
歩
道
の
要
望
が
多
数
寄

せ
ら
れ
ま
し
た
。
し
か
し
市
に

は
、
全
市
の
歩
道
整
備
計
画
は

な
く
、
全
市
の
歩
道
整
備
計
画

を
立
て
る
よ
う
要
求
し
ま
し
た
。

市
は
検
討
す
る
と
答
弁
し
ま
し
た
。

昨
年
７
月
の
豪
雨
で
砂
押
川

（
今
泉
）
の
法
面
が
崩
れ
ま
し

た
。
側
溝
に
隙
間
が
で
き
、
道

路
の
下
に
雨
水
が
入
り
込
ん
で

空
洞
が

生
ま
れ

豪
雨
で

一
気
に

川
の
法

面
を
押

し
崩
し
た

の
で
す
。

こ
こ
は
市

の
空
洞
調

査
の
対
象

で
は
あ
り

ま
せ
ん
で

し
た
。

陥
没
事
故
は
命
に
か
か
わ
り

ま
す
。
雨
水
が
途
中
で
流
れ
て

い
な
い
側
溝
が
な
い
か
、
住
民

の
目
視
の
協
力
も
含
め
発
見
の

仕
組
み
が
急
が
れ
ま
す
。

加
齢
に
伴
い
、
視
覚
障
害

者
増
、
難
聴
に
よ
る
認
知
症

の
リ
ス
ク
が
高
い
こ
と
が
証

明
さ
れ
て
い
ま
す
。

視
覚
障
害
の
８
割
が
途
中

障
害
で
原
因
の
ト
ッ
プ
は
緑

内
症
で
す
。
自
覚
症
状
が
な

く
、
気
が
付
い
た
と
き
は
症

状
が
か
な
り
進
行
し
て
い
ま

す
。医

療
関
係
者
と
協
議
し
、

視
覚
健
診
及
び
聴
覚
健
診
と

補
聴
器
補
助
を
求
め
ま
し
た
。

市
は
高
齢
者
の
運
転
事
故

を
軽
減
す
る
た
め
、
運
転
免

許
証
返
納
者
に
２
年
を
限
度

に
２
０
０
０
円
の
タ
ク
シ
ー

券
等
約
１
６
０
万
円
を
予
算

化
し
て
い
ま
す
。
２
年
で
打

ち
切
り
で
は
な
く
、
全
て
の

高
齢
者
に
割
引
乗
車
制
度
の

復
活
・
充
実
等
行
う
べ
き
で

す
。
市
は
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン

接
種
時
に
は
す
べ
て
の
高
齢

者
に
無
料
タ
ク
シ
ー
券
を
数

億
円
予
算
化
し
ま
し
た
が
、

外
出
支
援
は
財
政
問
題
を
理

由
に
冷
た
い
対
応
で
す
。

・半径２キロ圏内の固定資産税、都市計画税の増税で約11.1億円

・新たな建物の固定資産税、都市計画税 １.9億円

・人口増加による市民税、法人税等 2.9億円

（平成29年度村岡・深沢地区まちづくり実現化方策検討調査業務委託成果品より）

深沢地区の新しいまちづくりでは、10年後に年間約16億円の税収が見込

れるといいます。その根拠は、16億円のうち11.1億円が、村岡新駅から

ロ圏内の地価上昇による固定資産税、都市計画税であることがわかりま

。普段利用している駅よりも新駅の方が遠いのに、固定資産税等が上がる

域が数多くあります。1.8倍の地価上昇の地域もあります。計算に使われ

いる「最寄り駅までの距離」についても、植木は「湘南町屋」、西鎌倉、津、

越が「湘南深沢」としており、生活実態とかけ離れています。

市は、増税分は全市への市民サービスにと言いますが、10年後の市民へ

社会福祉政策が示されているわけではありません。これで本当に必要な

市
内
最
大
の
文
化
施
設

で
あ
る
鎌
倉
芸
術
館
に
つ

い
て
、
４
月
か
ら
の
次
期

指
定
管
理
者
を
公
募
し
た

結
果
、
ど
こ
か
ら
も
応
募

が
な
い
と
い
う
事
態
に
な

り
、
３
期
15
年
間
運
営
し

て
き
た
サ
ン
ト
リ
ー
の
撤

退
と
い
う
事
実
が
明
ら
か

に
な
り
ま
し
た
。
鎌
倉
市

の
文
化
行
政
の
あ
り
方
が

大
き
く
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
ま
ま
で
は
４
月
か

ら
の
運
営
に
見
通
し
が
つ

か
な
い
た
め
、
15
年
前
ま

で
担
っ
て
い
た
鎌
倉
市
芸

術
文
化
振
興
財
団
を
市
が

指
名
す
る
形
で
選
定
委
員

会
の
手
続
き
を
経
て
、
議

会
は
同
財
団
を
次
期
指
定

管
理
者
と
し
て
議
決
し
ま

し
た
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１
月
か
ら
現
管
理
者
の

サ
ン
ト
リ
ー
か
ら
の
引
き

継
ぎ
業
務
等
が
始
ま
り
ま

す
が
、
市
が
お
願
い
し
て

同
財
団
に
担
っ
て
も
ら
う

以
上
、
文
化
行
政
の
視
点

か
ら
必
要
な
支
援
と
十
分

な
連
携
を
行
う
責
任
が
あ

り
ま
す
。

福
祉
セ
ン
タ
ー
に
つ
い

て
／
食
育
に
つ
い
て
／

国
民
健
康
保
険
事
業
等

法面が水圧で押され
崩れた＝昨年7月3日

計画地への企業誘致のた

め、固定資産税及び都市

計画税を5年間軽減する

鎌倉市企業立地等促進条

例の一部を改訂しました。

固定資産減等の減税を

しないと企

業は来ない

ということ

でしょうか。


